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衆議院外務委員会ニュース 

平成 25.6.21 第 183 回国会第 12号 

 

6 月 21 日（金）、第 12回の委員会が開かれました。 

 

１ 北太平洋における公海の漁業資源の保存及び管理に関する条約の締結について承認を求めるの件（条約第 17号）（参

議院送付） 

食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約の締結について承認を求めるの件（条約第 18号）（参議院送付） 

・岸田外務大臣、鈴木外務副大臣、あべ外務大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行い、質疑を終局し

ました。 

（参考人）独立行政法人国際協力機構理事長  田 中 明 彦君 

・両件についてそれぞれ採決を行った結果、いずれも全会一致をもって承認すべきものと決しました。 

（賛成－自民、民主、維新、公明、みんな、共産、生活） 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

長 島 昭 久君（民主） 

・食料・農業植物遺伝資源条約は2004年に発効し、既に127

か国及びＥＵが加盟しているが、日本が出遅れた理由は

何か。 

・北太平洋漁業資源保存条約を我が国が締結する意義は、

どのようなものか。 

・自衛隊が他国の領域内で邦人を輸送しようとしている場

合であって、近傍にいるがまだ自衛隊の管理下に置かれ

ていない邦人が国又は国に準ずる組織からの攻撃を受け

ている場合に、自衛隊は武器を使用することができるか。 

 

黄川田 仁 志君（自民） 

・北太平洋漁業資源保存条約の発効後に採択される保存管

理措置を策定するための交渉に対して、政府はいかなる

方針で望もうとしているのか。 

・本条約の適用水域においてサンマやアカイカが濫獲され

ることを防ぐためのルールの在り方はいかなるものか。 

・太平洋・島サミットのこれまでの成果と、同サミットに

対する政府の今後の取組方針はいかなるものか。 

 

佐 藤 茂 樹君（公明） 

・６月17日の日英首脳会談で合意された防衛装備品協力の

ための枠組みには、装備の目的外使用と第三国への移転

を防ぐための制度が含まれているのか。 

・食料・農業植物遺伝資源条約の採択時に日本は知的財産

権に関する懸念から採択を棄権したが、この懸念は解消

されたのか。 

・北太平洋の漁業に関する現行の暫定保存管理措置は、我

が国の漁業活動にいかなる影響を与えているのか。 

玉 城 デニー君（生活） 

・嘉手納基地の返還跡地に所在するサッカー場の地中から

米国の枯葉剤製造会社の社名が記載されたドラム缶10数

本が発見された問題について、現時点で政府はどのよう

に把握しているか。 

・食料・農業植物遺伝資源条約は、我が国による植物遺伝

資源の利用にどのように資するのか。 

・北太平洋漁業資源保存条約の発効は、我が国の漁業関係

者にいかなる影響を与えるのか。 

 

小 熊 慎 司君（維新） 

・今後の国会に提出予定の条約には、いかなるものがある

か。 

・東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）と環太平洋パ

ートナーシップ（ＴＰＰ）協定の相違点、及びＲＣＥＰ

への加盟によって日本経済が蒙る恐れのある悪影響はど

のようなものか。 

・日本でも航空ショーを開催すべきと考えるが、この点に

ついて政府は何らかの取組を行っているのか。 

 

笠 井   亮君（共産） 

・日本は国連海洋法条約の締約国として海洋環境の保全・

保護義務を負っているため、福島第１原発周辺の放射能

汚染水を海洋に放出すべきではないと考えるが、この点

に関する外務大臣の見解はいかなるものか。 

・外務省が2012年12月に公表した対イラク武力行使に対す

る我が国の対応の検証結果では我が国が米英等による武

力行使を支持したことの是非は検証対象外とされている

が、岸田外務大臣もこの姿勢を引き継ぐのか。 
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・我が国はイラクによる大量破壊兵器（ＷＭＤ）開発疑惑

を理由に米英等の対イラク武力行使を支持したが、結果

的にイラクがＷＭＤを開発していた証拠は見つからなか

ったことは重大な問題だと考えるが、この点に関する岸

田外務大臣の見解はいかなるものか。 

 

山 内 康 一君（みんな） 

・国費留学生制度については、選抜されるのが富裕層の子

弟ばかりであり、また、一名の国費留学生に対する支援

額で200名以上の途上国の学生に初等・中等教育を施すこ

とができるとの指摘もあるが、この点について国際協力

機構（ＪＩＣＡ）はどのように考えているのか。 

・二国間援助に占める基礎教育援助の比率は開発援助委員

会（ＤＡＣ）参加国の平均が2.1％であるのに対して、我

が国は0.5％に過ぎないため、我が国は基礎教育援助の比

率を高める必要があると思われるが、この点に関する岸

田外務大臣の見解はいかがか。 

・ＪＩＣＡはその役割を現在の援助実施機関から非政府組

織（ＮＧＯ）の援助活動等を支援する援助促進機関へと

変えてゆくべきと考えるが、この点に関するＪＩＣＡの

見解はいかなるものか。 

 

 

 


